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(具体的な取組)
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農林水産業における生物多様性保全の推進

・ 有機農業等環境保全
型農業の推進

○ 田園地域・里地里山の保全 ○ 森林の保全 ○ 藻場・干潟の保全

・ 生物多様性に配慮した
生産基盤整備の推進

・ 間伐等による森林の
適切な整備・保全

・ 漁業者を中心とした藻
場・干潟の保全活動への
支援

第三次生物多様性国家戦略の策
定(平成１９年１１月）
生物多様性基本法の成立
(平成２０年６月施行)

持続可能な農林水産業の維持・発
展のためには生物多様性保全は
必要不可欠

平成２２年１０月に名古屋市におい
て生物多様性条約第１０回締約国
会議（COP１０）が開催

生物多様性と農林
水産業の関係を定
量的に計る生物多
様性指標の開発

関連施策の効果的な推進

生きものマークを活用して、生物多様性に貢献する
わが国農林水産業に対する理解の促進

生物多様性保全を重視した農林水産業の一層の推進を図ることが必要

○ 生物多様性の保全を重視した農林水産業を強力に推進
○ ２０１０年に名古屋市で開催される生物多様性条約COP10で世界へ発信

農林水産省生物多様性戦略の着実な推進

地域の取組事例
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田園地域・里地里山の保全（生物多様性保全をより重視した農業生産の推進）

このほか、IPM（総合的病害虫管理）の普及・定着、共同利用機械・施設等への支援や環境保全型農業についての普及啓発活動などの取組を実施

○ 環境保全型農業推進施策の概要

○ 適切な農業生産活動が行われることにより、生物多様性の保全、良好な景観の形成などの機能が発揮される一方、不適切な農薬や肥料の使

用は田園地域・里地里山の自然環境ばかりでなく、川などを通じた水質悪化による漁場環境への影響など生物多様性に影響を及ぼすことが懸

念される。

○ このため、土づくりの励行や、効率的・効果的な施肥・防除など、生物多様性をより重視した農業生産を推進する。

施策の
推進

農業環境規範の普及・定着

環境と調和のとれた農業生産活動の確保を図るため、農業者が最低限取り組むべき規範(農業環境規範)を策定し、各種支援策を実施する際の
要件とするなど、その普及・定着を推進。

【関連付け対象事業数の拡大；H19:29事業、H20：51事業、施肥基準の見直し；終了都道府県１２、H20見直し中：１６県】

エコファーマーの認定促進
持続農業法に基づき、たい肥等による土づくりと化学肥料・化学合成農薬の使用低減に一体的に取り組む農業者（エコファーマー）の認定を促進。
【エコファーマー認定件数：４７，７６６件（H15年度末）→１７８，６２２件（Ｈ20年9月末現在）】

先進的な営農活動への支援

農地や農業用水等の資源の保全向上活動と一体的に、化学肥料や化学合成農薬の使用を大幅に低減するなど、地域でまとまって環境負荷を低

減する先進的な営農活動等に対する支援を行う農地・水・環境保全向上対策を平成１９年度より実施。

【平成20年度予算：農地・水・環境保全向上対策のうち営農活動支援交付金 組織数 ２，０２９（Ｈ19年度）→２，５７７（H20.11現在）】

有機農業の推進

平成18年12月に成立した有機農業推進法に基づき、生物多様性の保全等に資する有機農業を推進。
【平成20年度予算：有機農業総合支援対策 全国４５地区でのモデルタウンの育成、３７都道府県での有機農業推進計画を策定（H20見込み）

】

22



田園地域･里地里山の保全（生物多様性保全をより重視した農業生産の推進）

○ 特に、有機農業については、平成19年４月に「有機農業の推進に関する基本的な方針」（基本方針）を策定以降、都道府県
に対し推進計画策定の働きかけを行うとともに、基本方針に定める施策の具体化を図るため、平成20年度から「有機農業総
合支援対策」を実施。

○ 有機農業の技術体系の確立

○ 有機農業の普及指導体制の整備（全都道府県）

○ 有機農業に対する消費者の理解の増進
（有機農業の取組内容を知る消費者の割合が５０％以上）

○ 有機農業の推進計画の策定と推進体制の整備
（推進計画は全都道府県、推進体制は全都道府県と５０％以上の市町村）

有機農業の普及及び推進の目標有機農業の普及及び推進の目標

有機農業の推進に関する基本的な方針

平成１９年度からおおむね５年間を対象として、農業者等が有機
農業に積極的に取り組めるようになるための条件整備を進めること
に重点を置いて策定。

参入促進
普及啓発

全国段階で有機農業の参入促進・普及啓発に取り組むとともに、
全国における有機農業の振興の核となるモデルタウンを育成。

地域段階

全国段階

技術の習得 販路の確保
消費者との交流

経営基盤の安定

・インターネットを活用した研修先等の情報の提供
・有機農業施策説明会やメディアを 活用した周知活動

・有機農業技術の実証試験

有機農業（オーガニック）
モデルタウンの育成

基本方針に定める取組の具体化

・有機農業技術支援
センターの整備

・技術指導の実施

・技術実証ほの設置
・有機種苗供給・土壌診断の
推進 （有機農業技術支援
センター）

・販路開拓のため
のﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ活動
･消費者との交流ｲ
ﾍﾞﾝﾄ

・全国、地方ブロック段階における協議会の開催
・全国の行政や農業団体の職員を対象とした研修の実施

有機農業の円滑な推進

○有機農業総合支援対策

○これまでの主な取組

○ 都道府県に対する推進計画の策定の働きかけ

・ 都道府県の推進計画は37都道府県が20年度中に策定予定。

○ 全国段階の推進体制の整備
・ 平成19年10月25日に「全国有機農業推進委員会」を設立。

○ 消費者に対する普及・啓発

・ 民間団体の協力を得て、農林水産省「消費者の部屋」において特別展示
「有機農業の目指す世界」を実施。（11/10～11/14  入場者数:1,032人）

○ 有機農業総合支援対策の実施

・全国45地区において有機農業振興の核となるモデルタウンの育成等を実施
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生物多様性保全をより重視
した農業生産を行うために、
GAPの点検項目に農薬・肥料
等の適時・適正な使用など、
環境保全の観点から重要な項
目を設定し、点検項目に従い
農作業を行い、記録し、記録を
点検・評価し、次回の作付けの
改善に活用することが有効。

田園地域･里地里山の保全（生物多様性保全をより重視した農業生産の推進）

○ 全国の農業生産現場においてＧＡＰ（農業生産工程管理手法）の積極的な導入・推進を図ることにより、生物多様性保全を

より重視した農業生産を推進。

環境保全等の生産者が最低限
取り組むべき基礎的な事項につ
いてまとめた基礎ＧＡＰ等を活用し
普及。

（政策目標）
平成２３年度までにおおむね全ての主要な産地（２，０００産地）に
おいてＧＡＰを導入

現状の取組 今後の取組方向（２１年度以降）

○産地実証等への支援
都道府県や産地段階におけるＧＡＰ導入の推進体制の整備・強
化、産地の農業実態に即したＧＡＰ普及マニュアルの作成、マニュ
アルを元にした産地実証等に対する支援を行い、農業者や産地の
取組を拡大 （食の安全・安心確保交付金）

○先進的総合生産工程管理体制の構築
生産から加工まで一貫した工程管理体制の確立、工程管理の効
果的な実施に対応できる先進的な施設の整備に対する支援を行い、
モデル的な取組の構築を通じて工程管理手法を普及
２１年度はこれらに加え、ＧＡＰの点検項目、取組内容等に関する
データベースを作成
（先進的総合生産工程管理体制構築事業）

(2)実践
（Do）

(4)見直し・改善
（Action）

(1)計画
（Plan）

(3)点検・評価
（Check）

繰り返し
が重要

↑基礎ＧＡＰ（野菜、果樹、米、麦、大豆、
花、茶、きのこ）を公表

↑農薬の適正保管↑農薬のドリフト対策

Ｈ２０年7月時点で、全国
1,138産地がGAP導入済
み（農林水産省調べ）

全国のＧＡＰ導入産地
（7月時点）

ＧＡＰ手法の概念
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田園地域・里地里山の保全（生物多様性保全をより重視した土づくりや施肥、防除等の推進）

たい肥等による土づくり及び合理的な施肥の推進

１．土づくりの推進

２．合理的な施肥の推進

○ 施肥基準の策定・見直しの推進

都道府県が策定する施肥基準について、 たい肥等の土づく

り資材に含まれる肥料成分を勘案することなど、環境に配慮し

たものとなるよう指導。

○ このほか、農業環境規範、エコファーマーの認定を通じて、土

壌診断に基づく有機物の施用、効率的な施肥等を推進。

たい肥等有機質資材の供給

等を通じ、たい肥等有機物資材の施用

による土づくりを推進。

家畜排せつ物の利活用の推進

○ たい肥の肥効調整やペレット化など高機能なたい

肥生産を行い、耕種地域と畜産地域の連携による広

域的なモデル地域を育成。【 H20年度：１地域で実
施予定】 （高機能たい肥活用エコ農業支援事業）

○ １９年３月に家畜排せつ物の利用の促進を図るための基本方

針が見直され、耕畜連携の強化、耕種農家のニーズに即した

たい肥づくり等を推進。 【都道府県で基本方針に即した計画を

策定中：公表・協議中36都道府県】

ペレット化

○ 農業環境規範の普及・定着（ｸﾛｽ･ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ）

○ エコファーマーの認定促進

○ 農地・水・環境保全向上対策による先

進的な営農活動への支援

○ 有機農業の推進

食品循環資源の利活用の推進

○ 食品リサイクル法に基づき、たい肥化を含め食品廃棄

物等の資源としての有効利用を確保するため、

・ 優良な食品リサイクルの取組等に対する民間認証の仕組みづ
くりを支援【平成20年度より民間認証が開始】

（食品資源循環形成推進事業）

・ 再生利用事業計画の認定制度を通じ、食品関連事業者の循環
型農業への参画を促進【H20.11現在 ８事業者が認定】

・ 再生利用に関する目標を設定し、食品関連事業者の取組を推進

○ 有機物供給施設の整備

○ 土づくりの後退や、不適切な施肥は、土壌の劣化や地力の低下に加え、土壌微生物や、土着天敵への影響など地域の生
態系の攪乱を招き、持続的な生産にも支障をきたす恐れ。

○ このため、耕畜連携の強化による家畜排せつ物由来のたい肥や食品循環資源由来のたい肥の供給、利用の促進など土

づくりに取り組むとともに、たい肥等の有機質資材に含まれる肥料成分を勘案した合理的な施肥を推進。
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田園地域･里地里山の保全（生物多様性保全をより重視した土づくりや施肥、防除等の推進）

背景・目的 研究の取組状況

eDNAの解析手法を用いた土壌中の生物
性の新しい評価技術の開発

○eDNA等を用いた土壌生物相を解析
するための標準手法の開発【H20.3 
土壌微生物解析マニュアルを作成】

○作物生産性と土壌微生物相との関係
解明とこれに基づく土壌生物性の評
価手法の開発

○各種土壌のeDNA情報のデータベー
ス化

期待される研究成果（養分供給能）
養分供給源としての土
壌生物バイオマス

（物質循環能）
有機物の分解や窒素の
無機化を通して養分供給

（土壌生物多様性）
多様な生物がいることによる環境の安定性

（通気性・保水性・浸透性）
生物が作り出す団粒構造

土壌中には、多種多様な微生物・小
動物が生息し、土壌の肥沃度や土
壌病害の発生・抑止に大きな影響
があり、作物等生育を支えている。

「土壌微生物相の解明による土壌生物性
の解析技術の開発」 (平成18～22年度：プ
ロジェクト研究)

土壌の生物性評価に係る基盤技術の開発

養分保持
能

地力
肥沃度 比重

粒子分布
硬度

物理性

通気性
保水性
浸透性

生物性

生物の種類・
数(多様性）

ＰH
有機物含量

化学性

養分供給
能

物質循環
能

土壌の性質

（三要素）

土壌の生物性
(役割)

地力・肥沃度

背景
環境への負荷が少ない農業技
術の開発が求められている

土壌の生物性を解明するため
の基盤技術として、微生物相
解析等による土壌生物性の評
価手法を開発

○安定した地力の確保、連作障
害等の病害の克服には、土壌の
持つ性質である化学性、物理性、
生物性を把握する必要。

○化学性、物理性については多
くの知見が得られており、これら
に基づいた土壌診断等が実施、
現場で活用されている。

○土壌の生物性の評価に関する
知見は少ない。

土壌生物の役割

※ 通常の技術で培養できる微生物は土壌中の微
生物数の１％以下であるが、土壌中の微生物由来
のDNAを直接抽出・解析することにより、土壌中の
微生物相を解明。

適正な施肥管理、病原菌管理など、土壌
診断、環境低負荷型農業技術への応用
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田園地域･里地里山の保全（生物多様性保全をより重視した土づくりや施肥、防除等の推進）

○ 環境問題に対する国民の関心が高まる中で、我が国農業生産全体の在り方を環境保全を重視したものに転換することを推

進し、農業生産活動に伴う環境への負荷の低減を図る必要がある。（食料・農業・農村基本計画）
○ そのためには、我が国の病害虫防除を、総合的病害虫・雑草管理(IPM)に転換していく必要がある。

ＩＰＭの普及・定着に向け今後の取組方向

○ＩＰＭ実践指標の作成、モデル地域の育成等
【 H17～20：モデル的なIPM実践指標を水稲等主要１１作物で作成】

チェック欄

点 昨年度 今年度の 今年度

の実施 実施目標 の実施

管理項目 管理ポイント 数 状況 状況

水田及びその周 農薬の効果向上と水質汚濁防止のため、畦畔の整備、畦塗

辺の管理 りなどにより、漏水を防止する。 1

、 。病害虫発生予察 病害虫防除所が発表する発生予察情報を入手し 確認する

情報の確認 1

防除の要否の判 都道府県が推奨する要防除水準を利用する。なお、防除が

断 必要と判断された場合には、防除を実施する。 1

○

○

○○

○○

○ ○

○ ＩＰＭを効果的かつより環境に配慮した手法とするための実施基準の策定
【H19～21：ＩＰＭに関する実施基準を策定】

土壌消毒における環境
負荷低減技術の評価 等

農業者にインターネットで情報提供
（要素技術の評価・マニュアル）

化学農薬の天敵に対
する影響の評価

周辺作物への農薬飛散
防止対策の評価

○ＩＰＭ普及に対する国民の合意形成、関係機関の連携強化
・ＩＰＭについて、消費者をはじめとする国民に認知してもらい、
普及に向けての合意形成を図る
・流通関係者など農業生産現場以外の関係者も含め、連携を強化

【判断】

【予防】

病害虫･雑草の発生しにくい環境の整備
・耕種的対策の実施（作期移動、排水対策等）

・輪作体系の導入 ・抵抗性品種の導入

・種子消毒の実施 ・土着天敵の活用

・伝染源植物の除去

・化学農薬による予防

（育苗箱施用、移植時の植穴処理等）
・フェロモン剤を活用した予防 他

防除要否及びタイミングの判断

・発生予察情報の活用

・圃場状況の観察 他

病害虫等の
発生状況が
経済的被害
を生ずると判

断

総合的病害虫・雑草管理(IPM)とは

病害虫の発生予察情報等に基づき、様々な防除技術を適切に
組み合わせ、環境負荷を低減しつつ病害虫の発生を経済的被害が
生じるレベル以下に抑制する防除の手法

【防除】

多様な手法による防除
・生物的防除（天敵等）
・物理的防除（粘着板等）
・化学的防除（化学農薬） 等

多様な手法による防除

・生物的防除（天敵等）

・物理的防除（粘着板等）
・化学的防除（化学農薬） 他

・経済的に受け入れ可能なコストで、消費者に信頼される農作物の
生産ができる

・人の健康に対するリスクと環境への負荷が軽減
・農薬使用履歴等の栽培管理状況に関する情報を知ることができる

生産者の
メリット

消費者の
メリット

消毒ガス
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田園地域・里地里山の保全

・生物多様性保全をより重視し
た農業生産の推進

・生物多様性保全をより重視し
た土づくりや施肥、防除等の推
進

・鳥獣被害を軽減するための里
地里山の整備・保全の推進

・水田や水路、ため池等の水と
生態系のネットワークの保全の
推進

・農村環境の保全・利用と地域資
源活用による農業振興

・希少な野生生物など自然とふれ
あえる空間づくりの推進

・草地の整備・保全・利用の推進

生物多様性戦略中の
農業施策

柵や檻の設置による
鳥獣害対策の支援

普及指導員に対する環境保全型農業や有
機農業等に関する研修の実施

○環境保全型農業や有機農業の推進に
関する技術支援
○農薬の適正使用にかかる指導
○農業生産工程管理導入の支援
○ＩＰＭの推進の取組への支援
○鳥獣被害の防止に向けた技術支援
等

○全国３８７箇所の普及指導センターに、
７，７９０人の普及指導員（都道府県職
員）が配置（H20.４現在）され様々な取組
を推進

○普及指導員研修等

取組事例

普及組織の取組 天敵利用による農薬使用低減等ＩＰＭ技術の確立
の取組への支援

天敵利用

普及事業の
運営指針

生物多様性保全に資する様々な取組

普及組織の活動

普及指導員の資質の向上

農薬飛散防止技術の実証

ドリフト軽減ノズル、スピードス
プレーヤ用遮蔽版等農薬散布機材
使用における対策の実演

ハウスキュウリの防虫ネット被覆
による減農薬栽培技術の指導

ナスに寄生するアザミウマを
天敵であるダニを利用し捕食
させる減農薬栽培技術の指導

普及指導活動の
基本的課題

三 環境と調和し
た農業生産に向
けた取組に対する
支援

○持続性の高い
農業生産方式の
導入等による農薬
及び肥料の適正
な使用の確保

○家畜排せつ物
等の有効利用に
よる地力の増進

等に関する技術
及び知識の普及
指導を推進。

田園地域･里地里山の保全（生物多様性保全をより重視した土づくりや施肥、防除等の推進）

○ 普及事業では、食の安全の確保や環境と調和した農業生産の推進などの喫緊の農政課題に対応した取組を支援しており、

これらの一環として生物多様性の保全に資する産地や農業者の取組を推進。今後とも、市町村、ＪＡを始めとした関係機関と連
携して、この様な取組に対する普及指導活動を実施。
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農村地域における

生物多様性の現状と課題

農
村
地
域
の
豊
か
な
自
然
環
境
の
保
全
に
よ
り
、
自
然
と
人
間
が
共
生
す
る

社
会
づ
く
り
に
貢
献
、
自
然
の
恵
み
豊
か
な
美
し
い
国
を
将
来
世
代
に
継
承

平成19年７月に策定された「農林水産省生物多様性戦略」
に基づいて、農業農村整備事業でも、生物多様性保全の観点
を一層重視した整備・保全を推進

○「第三次生物多様性国家戦

略（平成19年閣議決定）」
において、我が国の生物多

様性の危機は依然として進

行しているとされており、

農村地域においても生物多

様性保全の取組強化が重要

○農業農村整備事業において

は、平成13年の土地改良法

改正以降、「環境との調和

への配慮」を事業実施の原

則とし、生物多様性の保全

に留意した取組を実施

現 状

課 題

田園地域・里地里山の保全（生物多様性の保全により配慮した農業農村整備事業の展開）

■生態系に配慮した水田整備等を実施した地区において、生
態系配慮施設等の順応的管理を実施するとともに、生態系
配慮対策技術向上のための技術指針を作成

水田環境向上基盤整備支援事業（H21概算決定）

多種の魚類が生息できるよう
魚巣ブロック内の詰石を改良

場所に深く
適合したデザイン

場所に深く
適合したデザイン

環境への影響を
踏まえたデザイン

環境への影響を
踏まえたデザイン

自然と協調
したデザイン

自然と協調
したデザイン

誰もが
デザイナー

誰もが
デザイナー

自然を視覚化
するデザイン

自然を視覚化
するデザイン

生態系と景観が調和した農業農村整備技術開発事業（H21概算決定）

エコロジカル・デザイン
５つの原則

■農業農村整備事業における環境配慮の充実を図るため、
景観・生態系に総合的に配慮した整備手法の調査・検討
及び現地実証を行い、現場におけるガイドラインを作成

生物多様性対応基盤整備促進パイロット事業（H20～）

■農家や地域住民の理解を得ながら、「保全指標種」を設定
し、生物多様性保全の視点を取り入れた基盤整備を実施
【H20：採択地区数８】

農家等の関心・理解を
高める保全指標種

農村環境保全整備推進モデル事業（H21概算決定）

■ラムサール条約等の国際条約や景観法等の法律に基づき指
定された環境を保全・形成すべき重要な地域において、自
然環境や農村景観の維持向上のための調査等への支援を行
うとともに、保全に必要な基盤整備等を実施

環境を保全・形成すべき
重要な地域

○ 地域環境に応じた整備などを推進することにより、農村地域の生態系の保全を一層推進。
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田園地域・里地里山の保全（稀少な野生生物など自然とふれあえる空間づくり）

トキの野生復帰に向けた餌生物の生息環境の保全・形成に向けて

○ 野生復帰後のトキが自然状態で持続的に生息するため、生息地周辺の環境を整える必要

○ 野生復帰後のトキの生息地となる水田や水路に生息する餌生物(ドジョウ､ヤマアカガエル､サワガニなど)の生息環境
を特定し、生息可能量を推定するとともに、地域条件に適合したトキの採餌環境づくり計画を提案

・ 生息域全域の水田､江､水路･河川､
あぜ･土手を対象に生物調査を実施
し、餌生物の生息環境を分析

� 生物の生息環境を踏まえ､生息地

(40集落)の水田や周辺状況に関する情
報を網羅的な調査により、データベース
ス化し､餌生物の生息可能量を推定

□ 佐渡市は、安全で安心な米として佐渡米のブランド価値を高め、販売を促進するため、2008年産米から、トキが餌場としても利用できる水田で
栽培した米（県のエコファーマーに認定された農業者が、江の設置やふゆみず田んぼなど「トキの餌となる生き物をはぐくむ栽培技術」を取り入れ
た水田で、農薬及び化学肥料を５割以上削減して栽培した米）を独自に認証

餌 生 物 の 生 息 環 境 の 現 状 を 把 握 餌生物の生息環境再生計画を検討・提案

・ 確保すべき餌生物の生息環境について、『いつ、 誰が、
何処で、何を、どのように』取り組むべきかを整理したトキの
採餌環境づくり計画を提案

水生生物の生息場・繁殖場と
して「江」を新設・拡幅

不耕起栽培と「ふゆ
みず田んぼ」で冬季
の生息環境を確保

ドジョウなどが遡上する際に利
用する「水田魚道」を設置

2008年 9月25日 新潟県佐渡市で試験放鳥

トキの野生復帰を通じた佐渡市の取り組み ～餌場の米をブランド認証～

生息環境向上技術調査（Ｈ１８～）
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これまでの対策これまでの対策 今後の取組方向今後の取組方向

居住地周辺の里地里山の整備活動
や、野生鳥獣の生息環境にも配慮し
た森林の整備・保全活動等を推進

課題課題

鳥獣被害防止特措法に基づき、市町村における鳥獣被害対
策実施隊の設置を推進
※被害対策実施隊の捕獲隊員には、狩猟税軽減等の措置がある

鳥獣被害防止特措法に基づき、市
町村による被害防止計画の作成を推
進（H20年11月末現在 495市町村
が計画作成済）

補助事業により、安全で効果的な箱
ワナの導入や、肉の活用を促進するた
めの処理加工施設の整備等を支援

引き続き、野生鳥獣の生息環境にも配慮した広葉樹林の
育成活動、緩衝帯の設置等を推進

鳥獣保護法により、都道府県
が作成する計画に基づいて被害
対策を実施

被害の現状を一番よく把握して
いる市町村が主体的に対策に取り
組める仕組みが必要

狩猟者の減少、高齢化により、
地元猟友会への委託だけでは捕獲
が進まない地域が存在

被害の拡大に伴い、緊急的な個
体数調整が必要

被害防止計画を作成した市町村に対する支援措置を講じる
こと等を内容とする鳥獣被害防止特措法（H20年2月21日施
行）に基づき、被害対策の基本指針を策定

鳥獣被害対策予算を大幅に充実・強化し、市町村の計画に
基づく取組を強力に支援（H21年度概算決定額 28億円)

市町村が地元猟友会に委託し
て、鳥獣の捕獲を実施

鳥獣被害対策として計上されて
いる予算は、H19は1.9億円

防護柵設置等のハード面の対策
に加えて、ソフト面の対策も重要

対症療法的に各地域が個別に防
護柵を整備しても、効果が上がら
ない

多くの場合、各地域において
個別に防護柵を設置

農山村の過疎化、積雪量の減少
等に伴い、野生鳥獣の生息分布域
が拡大

Ｈ元 H17

狩猟者数 28.8万人 20.6万人

60歳以上割合 18.3% 50.0%

（鳥獣被害対策関連予算（19年度））
鳥獣被害防止対策事業 1.9億円
強い農業づくり交付金 341億円の内数
農山漁村活性化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ支援交付金 341億円の内数
森林づくり交付金 33億円の内数 など

被害を軽減する技術の開発

イノシシの生態に
あわせた低コスト
侵入防止柵

補助事業による犬を活用した追い
払い活動等の支援、効果的な被害防
除技術開発等を推進

全
体

個
体
数
調
整
（
捕
獲
）

被
害
防
除(

防
御)

生
息
環
境
管
理

市町村が負担する鳥獣被害対策費に関する特別交付税措置
の交付率（現行５割）を８割に拡充

補助事業により、防護柵の設
置等を支援

田園地域・里地里山の保全（鳥獣被害対策の推進）

【鳥獣被害の現状】

○ 野生鳥獣による農林水産業被害は全国で約200億円。獣類による被害については、イノシシ、シカ、サルによる被害が約９割。
（シカ等による森林被害、トド・カワウ等による水産被害、クマによる人身被害も深刻化。）

○ 鳥獣被害は、収穫時に被害を受けることによる営農意欲の減退等、農山漁村の暮らしに深刻な影響。

○ 野生鳥獣による農林水産業被害対策は、「個体数調整（捕獲）」、「被害防除（防御）」、「生息環境管理」を総合的に実施することが重要。
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田園地域･里地里山の保全（草地の整備・保全・利用の推進）

○ わが国における草地は、自然状態では雑木林になるのが通常であるが、
人が永年の間に火入れ、放牧、肥培管理をしながら維持してきた。

○ 草地は、土壌保全や水保全機能、二酸化炭素等の吸収による大気保全、
草地特有の生態系を形成する生物多様性保全機能、牧歌的な広々とした景
観や家畜とのふれあい機能など多面的機能を有している。

○ また、草地は、採草や放牧による自給飼料基盤として、土－牧草－家畜
をめぐる物質循環に基づく循環型畜産の確立、飼料自給率向上を通じた食料
自給率の向上、国土の有効利用を通じた畜産経営・地域経済の維持・活性化
を図る上で重要な役割を担っている。

○ 田園地域・里地里山の保全を図る上で、引き続き草地の整備・保全・利用
による適切な維持管理が必要である。

環境保全機能

物質循環機能

アメニティ機能

土壌保全機能

水保全機能

大気保全機能

生物多様性保全機能

地域、草地の形態に応じた植物、昆虫、鳥
類、哺乳動物等多様な生物の保全、生態
系・生物多様性の維持

景観保全機能

ふれあい機能

人
（担い手）

牛
土地
（草）

ふん尿の還元

健康・低コスト化
自給飼料の供給

飼養管理
の改善 ゆとり・省力化

低コスト化

草地･飼料
基盤の整備

畜産物生産
（生乳・牛肉）

↓
収入（所得）

農村の活力向上
地域経済の活性化

食料の安定供給
（生乳、牛肉）

多面的機能の発揮
農村の景観の維持
自然環境の保全

飼料基盤に立脚した循環型畜産の確立を図るため、
自給飼料基盤用地の確保及び整備、放牧の取組推進

活動事例（19年度）
草地等の整備 137地区
放牧伝道師の養成（27名（延103名））
放牧伝道師とは・・・

放牧技術の専門講座（講義・実技）を修了した各地域での
放牧推進を担う専門指導者。
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○ 地域とボランティア団体等との連携による里山林の多面的利用に向けた森林づくり活動を推進。
○ 森林と親しみ生物多様性保全に対する認識と理解を深め、自然との共生を学ぶ取組を推進。
○ 都市と山村との交流を行う森林ボランティア団体等への支援などによる里山林整備活動の重要性への理解を深める。

近年、山村の過疎化・高齢化や生活様式の変化に伴いその利
用が低下し、特有の自然環境が変化

立地等をいかした人と自然とのふれあい・森林環境教育の場
としての役割を期待

問題点

国民の

期 待

地域住民やボランティア、ＮＰＯなどの多様な主体による里
山林への新たな働きかけが必要

企業・NPO等の森林づくり活動のサポート体制の整備
・地域に「森づくりコミッション」を設立し企業等の森づくり活動を支援

国民に対する普及啓発
・全国植樹祭や緑の少年団全国大会などの普及啓発活動を開催

企業の森林づくり活動の促進
・企業の経営者やCSR担当者等を対象としたシンポジウムを開催
・企業等の森づくり活動を評価する手法を実用化

具
体
的
な
取
組

田園地域･里地里山の保全（里山林の整備・保全・利用活動の推進）

もり
戦 略

森林環境教育の推進
・人材の育成やプログラム・教材等の活動内容の充実

交流の促進
・都市と山村との連携による交流活動などの取組を支援

里山林

の再生

企業、ボランティア団体等による森林づくり
(ANAの森づくり「私の青空 鳥取空港・白兎の森」)

森林環境教育
（森林教室）

・ 各地域における企業やNPO等の森林整備・保全活動への
参加を促進
【企業による森づくり実施：791箇所（H19年度末】

・ 国有林野における取組
【遊々の森の設定：協定締結139箇所（H19年度末)】
【ふれあいの森の設定：区域設定実績143箇所(H19年度末)】

活動事例
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○森林を守り育てる林業は、長期的な木材価格の低迷等に
より厳しい状況
○間伐等の手入れが遅れている森林が見られ、生物多様性
保全等の公益的機能の発揮に支障をきたす恐れ
○国際的な木材需給の逼迫等による国産材の需要量増加な
ど、国産材をめぐる状況は好転のきざし

森林・林業の現状森林・林業の現状

林業の現状とその影響

我が国の森林の状況

森林に対する国民ニーズの多様化

○我が国は国土の３分の２を森林が占め、多様な生物が生
息・生育する緑豊かな森林国
○戦後、荒廃した国土の緑化により森林の４割の人工林を
造成
○我が国の森林資源は、ここ30年で人工林を中心に蓄積は
約２倍に充実

○地球温暖化の防止、山地災害の防止、生物多様性や景観
の保全、環境教育の場としての利用や花粉の発生抑制等、
森林に対するニーズが多様化

多様な森林づくりの推進
間伐の適切な実施とともに、広葉樹林化、長伐期化、針広混交林化等による多様な森林
づくりを推進

森林の適切な保全・管理の推進
保安林の適切な管理、荒廃地等における治山施設の設置や機能の低下した森林の整備、森
林病害虫対策、野生鳥獣被害対策を推進

担い手確保・育成と都市と山村の活性化
新規就業者の確保とともに、自然や文化、景観等の資源を活用した魅力ある地域づくり
を通じて山村の活性化を推進

国民参加の森林づくりと多様な利用の推進
森林づくりに参加しやすい環境の整備や国有林野におけるフィールドの提供等により、
企業やＮＰＯ等の森林整備・保全活動を推進

森林環境教育・森林とのふれあいの充実
教育・環境等の分野との連携による普及啓発活動、企画・調整力を有する人材の育成、
国有林野におけるフィールドの提供等を推進

国産材の利用拡大を基軸とした林業・木材産業の再生
生産・流通等の低コスト化、製品の安定供給体制の整備等や国産材利用拡大のための普
及啓発活動等を推進

国有林野の保全・管理の推進
公益的機能の維持増進を旨とした管理経営を進め、多様で健全な森林への誘導とともに、
保護林や緑の回廊の設定及び保全・管理を推進

○ すべての森林は、多種多様な生物の生息・生育の場として生物多様性の保全に寄与。
○ 生物多様性の保全等森林の多面的機能を将来にわたって持続的に発揮させていくため、森林の適正な整備・保全を図る。

「美しい森林づくり推進国民運動」の展開

今後の取組方向今後の取組方向

森林の保全 《森林・林業と生物多様性》

もり

○森林・林業施策を通じて森林における生物多様性保全を一層推進す
るため、林野庁において、平成20年12月に「森林における生物多様性
保全の推進方策検討会」を設置
○今後、森林における生物多様性保全についての現状、課題等を検討
し、平成21年６月に「森林における生物多様性保全の推進方策（仮
称）」を策定する予定

森林における生物多様性保全の推進方策検討会の設置（平成20年12月3日設置）

【検討会委員】▼有馬 孝禮（宮崎県木材利用技術センター所長）〔座長〕

▼秋庭 悦子（グリーンコンシューマー東京ネット理事）▼合瀬 宏毅（日本放送協会解説
委員）▼清野 嘉之（(独)森林総合研究所温暖化対応推進拠点長）▼楠部 和弘（日本林業
同友会理事）▼高松健比古（(財)日本野鳥の会監事）▼田中 惣次（全国林業研究グループ
連絡協議会会長）▼横山 隆一（(財)日本自然保護協会常勤理事）▼鷲谷いづみ（(国)東京
大学大学院農学生命科学研究科教授）
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①知床半島緑の回廊

②大雪・日高緑の回廊

③支笏・無意根
緑の回廊

⑦奥羽山脈緑の回廊

④北上高地緑の回廊

⑤白神八甲田
緑の回廊

⑥八幡平太平
山緑の回廊

⑧鳥海朝日・飯豊
吾妻緑の回廊

⑨会津山地緑の回廊

⑩緑の回廊越後線

⑪日光・那須塩原緑の回廊

⑫緑の回廊日光線

⑬緑の回廊三国線

⑭秩父山地緑の回廊

⑮丹沢緑の回廊

⑯富士山緑の回廊

⑰緑の回廊雨飾・戸隠

⑱緑の回廊八ヶ岳

⑲白山山系緑の回廊

⑳越美山地緑の回廊

22四国山地緑の回廊

21 東中国山地緑の回廊

23綾川上流緑の回廊

24大隅半島緑の回廊
： 国有林

①知床半島緑の回廊

②大雪・日高緑の回廊

③支笏・無意根
緑の回廊

⑦奥羽山脈緑の回廊

④北上高地緑の回廊

⑤白神八甲田
緑の回廊

⑥八幡平太平
山緑の回廊

⑧鳥海朝日・飯豊
吾妻緑の回廊

⑨会津山地緑の回廊

⑩緑の回廊越後線

⑪日光・那須塩原緑の回廊

⑫緑の回廊日光線

⑬緑の回廊三国線

⑭秩父山地緑の回廊

⑮丹沢緑の回廊

⑯富士山緑の回廊

⑰緑の回廊雨飾・戸隠

⑱緑の回廊八ヶ岳

⑲白山山系緑の回廊

⑳越美山地緑の回廊

22四国山地緑の回廊

21 東中国山地緑の回廊

23綾川上流緑の回廊

24大隅半島緑の回廊
： 国有林

○ 国有林野は、我が国の国土の２割、森林の３割を占め、その多くが奥地脊梁山脈や水源地域に分布しており、原生的な天

然林が多く残されている。このため、生物多様性の保全等国有林野事業への期待の高まりを踏まえ、貴重な自然環境として

の天然林等を保護する「保護林」の設定や保護林をつなぐ「緑の回廊」の設定等多様な取組を展開。

○「保護林」の設定及び保全・管理の推進

・「保護林」は大正４年に発足した先駆的な自然環境保
全制度であり、貴重な動植物の保護や学術研究の場
として重要な役割を担い、原則として伐採を行わない
など厳格な保全・管理を実施。

・「保護林」の設定は、委員会を設け学識経験者等の意
見を聴取するなどした上で行うとともに、状況に応じて
植生の回復に必要な措置等を実施。

・平成20年4月1日現在の保護林の面積は約78万ha
（841箇所）。

○「緑の回廊」の整備の推進

・「緑の回廊」は平成１２年に発足した制度であり、
個体群の交流を促進し、種や遺伝的な多様性を
確保することを目的に、保護林相互を連結する
ネットワークを形成するもの。

・「緑の回廊」の設定は、委員会を設け学識経験者
等の意見を聴取した上で行うとともに、野生動植
物のモニタリングや、希少野生動物の採餌環境
の整備等を実施。

・平成20年4月1日現在の「緑の回廊」の面積は、
約51万ha（24箇所）。

種類 箇所数 面積

森林生態系保護地域 29 495

森林生物遺伝資源保存林 12 35

林木遺伝資源保存林 324 9

植物群落保護林 369 182

特定動物生息地保護林 37 21

特定地理等保護林 35 35

郷土の森 35 4

合 計 841 780

保護林の設定状況（H20.4.1） 面積：千ha

№ 面積 延長 森林管理局 № 面積 延長 森林管理局

1 12千ha    36km   北海道 16 2千ha    24km   関東
2 19        83     北海道 17 4 17   中部
3 7 30 北海道 18 6        21   中部
4 27 150 東北 19 43        70   中部、近畿中国
5 22        50 東北 20 24        66   中部、近畿中国
6 11        60 東北 21 6        42   近畿中国
7 73       400 東北 22 18       128 四国
8 58       260 東北、関東 23 2         5 九州
9 105       100 関東 24 1        22 九州
10 16        70 関東
11 18        75 関東
12 11        38 関東
13 13 52 関東
14 6        44 関東
15 4        43 関東 （合計２４カ所 約５１万ha）

緑の回廊の設定状況（H20.4.1）

森林の保全（「保護林」や「緑の回廊」をはじめとする国有林野の保全・管理の推進）
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里海・海洋の保全

漁業生産の基
盤である漁場
環境及び生物
多様性の維持

漁場環境、生
物多様性と両
立した持続的
漁業生産の確
立

対 策

●藻場・干潟の造成及び機能の維持・回復に
資する活動の促進
●生育環境の維持管理活動の推進

●モニタリングによる影響の把握
●漁港周辺水域の水質保全及び環境配慮

●地域資源を活かした漁村づくり及び都市と
漁村の共生・対流の促進

●我が国のリーダーシップを発揮しつつ、科
学的根拠に基づく資源の持続的な利用を実
現するための取組を強化

●科学的根拠に基づく資源の持続的な利用を
実現するための取組を強化

●環境・生態系と調和した増殖の推進
●持続的な養殖生産の推進
●内水面の生物多様性を保全する取組みの
推進

●希少水生生物の保全による生物多様性の
保全

●大型クラゲ,トド,ナルトビエイ,カワウ等の野
生生物による漁業被害の防止・軽減

課 題
農林水産省生物多様性戦略

里海・海洋の保全

（１）藻場・干潟等の保全の
推進

（２）生物多様性に配慮した漁
港漁場の整備の推進

（３）地域資源活用による漁村
環境の保全・利用の推進

（４）生物多様性に配慮した海
洋生物資源の保存・管理
の推進

（５）資源管理の一層の推進
とポスト資源回復計画の
導入

（６）生物多様性に配慮した増
殖と持続的な養殖生産及
び内水面の保全の推進

（７）希少生物の保護・管理を
踏まえた生物多様性保全
の推進

（８）野生生物による漁業被害
防止対策の推進

課 題
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里海・海洋の保全（藻場・干潟等の保全の推進）

現 状

藻場・干潟の公益的機能
①漁業生産
②水質浄化
③生物多様性の維持
④CO2の固定

⑤浸食抑制による海岸保全
⑥親水性や環境学習の場

藻場・干潟の減少

干潟についても二枚貝の減少等に
より、水質浄化機能が大幅に低下

藻場・干潟を生息場所等とする主
要な水産動植物の漁獲量の減少

水産資源の減少による水産物の
安定供給への支障

（基本計画の持続的生産目標の未達成）

①

②

③

漁業者の減少・高齢化による保全活
動の担い手の減少、弱体化とそれに
伴う活動量の減少

保全活動量の増加に伴う費用負担増

藻場の面積推移

漁業者による藻場・干潟
等の保全管理がこれら
の外部経済を支えている

当グラフは経済価値が算出でき
た機能のみに限定して作成。
その他経済価値で算出できない
機能として、「生物多様性の維
持機能」などがある。

金額単位：億円

内側：藻場
外側：干潟

就業者数：27.8万人（H9）⇒20.4万人（H19）
65歳以上の割合：27%（H9）⇒37%（H19）

出展：(株）三菱総合研究所（平成１６年）、漁業・養殖業生産統計年報（平成１６年）による

保全活動がスタビライザー（矢印）と
して機能

環境変化によって両者のバランスが崩れると。。。

漁業者による保全活動がある場合

最近の藻場衰退のメカニズム
健全な藻場では海藻の生産力と植食動物の摂食量がバランス

漁業者による保全活動が衰退した場合

バランス崩れたまま藻場衰退へ

青丸は海藻の生産力
赤丸は植食動物の摂食量
の大きさを示す。

保全活動がスタビライザー（矢印）と
して機能

環境変化によって両者のバランスが崩れると。。。

漁業者による保全活動がある場合

最近の藻場衰退のメカニズム
健全な藻場では海藻の生産力と植食動物の摂食量がバランス

漁業者による保全活動が衰退した場合

バランス崩れたまま藻場衰退へ

青丸は海藻の生産力
赤丸は植食動物の摂食量
の大きさを示す。

例：ウニ・アイゴに
よる食害

地球温暖化等の環境変化による食
害生物の増加とこれを除去するた
めに必要な活動量の増加

要 因

Ｈ１９以降は推定値
１２．５万ha

１４．５万ha

Ｈ１９以降は推定値
１２．５万ha

１４．５万ha

放置

水質浄化等の公益的機能
の低下に伴う国民負担増

今後の施策の展開方向

○ 藻場・干潟で既に消失・機能低下したものについての基盤整備

公共事業により 5,000ha 造成等
（Ｈ19～Ｈ23）

現在実施している施策

単位：千トン
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S62 63  H元 2  3  4  5  6  7  8  9  10  11  12  13  14  15  16  17  18 

藻場・干潟に依存するもの（全生活史） 藻場・干潟に依存するもの（一部生活史） 沿岸漁業

（右軸）

自然石やコンクリートブロ
ック等の着底基質の設置
による藻場の造成

砂の投入により人工的に
干潟の造成

藻場造成 干潟造成

○ 現存する藻場・干潟等について漁業者等による保全活動を支援
（新たな交付金制度の創設を目指す）

アマモの移植

干潟の耕うん

○ 藻場・干潟等の保全活動等を核とした人と海との共生を推進するため、
優良事例の普及等による国民的な理解の醸成、保全活動の計画策定や
実施に至る段階における技術的なサポート等の実施

水産基盤整備事業による
藻場・干潟の造成等（継続）

漁業・養殖業生産統計年報により作成

自然環境保全基礎調査（環境庁）等により作成

約８割が高齢化によ
り既に活動が難しく
なっている又は将来
的に難しくなると認識

全国の漁協・支所に対するアンケート

藻場：１２．５万haの維持・回復
干潟：４．８万haにおける機能の維持・回復目 標

食害生物の駆除

保護礁の設置

環境・生態系保全活動支援事業（H21概算決定）

環境・生態系保全活動支援推進事業（H21概算決定）

モニタリング

母藻の投入
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